
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

労災補償と示談 
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〔政府労災保険の給付内容〕
（平成21年1月現在）

業務上の災害
（業務上の災害と同様の給付がなされます。
ただし給付金の名称が異なります。）

通 勤 災 害

介護を要する場合 療養を要する場合 死亡した場合
（即死）

療 養 補 償 給 付 休 業 補 償 給 付
療 養 の 給 付 療養の費用の支給 療養のため労働することができないため

賃金を受けない日の第4日目から、休業
1日につき給付基礎日額の60％支給
〈特別支給金〉
休業1日につき給付基礎日額の20％
（休業4日以降）

労災保険の指定病院等
で行なう診療などの現
物給付

指定病院等以外の医療
機関で診療などを受け
た場合、その要した費
用の支給

傷病がなおって障害
が残った場合

療養開始後1年6ヵ月以上たっても傷
病がなおらずかつその障害の程度が
傷病等級の第1級から第3級に該当す
る場合

死亡した場合

傷病がなおって障害
が残った場合 死亡した場合

障 害 補 償 給 付
障害補償年金 障害補償一時金

障害等級第1級から第7級ま
での身体障害の程度により、
給付基礎日額の313日分～131
日分の年金を支給

障害等級第8級から第14級ま
での身体障害の程度により、
給付基礎日額の503日分～56
日分の一時金の支給

〈障害特別支給金〉
障害等級に応じ342万円～ 8万円の一時金

〈障害特別年金〉
障害等級に応じ（※1）算定基
礎日額（ボーナス等）の313日
分～131日分の年金

〈障害特別一時金〉
障害等級に応じ（※1）算定基
礎日額（ボーナス等）の503日
分～ 56日分

（※1）	ボーナス等3ヶ月を超える期間ごとに支払われる賃金
をいい、150万円を上限とする。

遺 族 補 償 給 付 葬 祭 料
遺族補償年金 ＊遺族特別一時金 葬祭を行なった者

に対して315,000
円に給付基礎日額
の30日分を加え
た額またはその額
が給付基礎日額の
60日分に満たない
場合には給付基礎
日額の60日分を
支給

遺族の数に応じ給付基礎日
額の245日分～ 153日分の
年金を支給

年金の受給資格者がいない
とき、給付基礎日額の1,000
日分の一時金を支給

〈遺族特別年金〉
（※1）算定基礎日額（ボーナス等）
の245日分～ 153日分の年金

＊〈遺族特別一時金〉
（※1）算定基礎日額（ボーナ
ス等）の1,000日分の一時金

〈遺族特別支給金〉
300万円の一時金

＊	遺族補償年金を受けている者が失格し、かつ他に遺族補償年金を受け取
る者がいない場合、別に定めがある。

介護補償給付
障害（補償）
年金または傷
病（補償）年
金の第1級を
受給している
者並びに第2
級の精神神経
障害および胸
腹部臓器障
害の者であっ
て、常時また
は随時介護を
要する状態に
あり、かつ、
常時または随
時介護を受け
ている場合、
現実に介護の
費用として支
出した額を支
給

常時介護
を要する
者につい
ては
上限月額
104,590円

随時介護
を要する
者につい
ては
上限月額
52,300円

①被災労働者
がその親族等
により介護を
受けている
が、介護費用
を支出してい
ない場合
②被災労働者
がその親族等
により介護を
受け介護費用
を支出してい
るが、その支
出額が常時
介護を要する
者については
56,710円、随
時介護を要す
る者について
は28,360円を
下回る場合

常時介護
を要する
者につい
ては
上限月額
56,710円

随時介護
を要する
者につい
ては
上限月額
28,360円

傷 病 補 償 年 金
傷病の程度に応じ給付基礎日額の313～245日分の年金を支給

〈傷病特別年金〉
傷病等級に応じ算定基礎日額
（ボーナス等）の313日分～245
日分の年金

〈傷病特別支給金〉
傷病等級に応じ114万円～100
万円の一時金
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ご参考 1 	 政府労災保険と法定外労災保険の違い

〔政府労災保険と法定外労災保険比較表〕

政 府 労 災 保 険 法 定 外 労 災 保 険

給 付 項 目

療養（補償）給付
休業（補償）給付
障害（補償）給付
遺族（補償）給付
介護（補償）給付
葬祭料
傷病（補償）年金
（特別支給金）
二次健康診断等給付

死亡に対する法定外補償保険金
後遺障害に対する法定外補償保険金
休業に対する法定外補償保険金
（災害付帯費用－特約をセットすることで対象とする
ことができます。）

●通勤災害の取扱
政府労災保険は自動的に対象となります。
法定外労災保険は、特約をセットすることで対象とすることができます。

対 象 事 業

労働者を使用するすべての事業が対象となります。ご
く一部を除き、強制的に加入しなければなりません。

政府労災に加入している全ての事業が対象となりま
す。

●事業
本店、支店、工場のように、一つの経営組織としての独立性をもった経営体をいいます。

●継続事業
工場、事務所、商店のように、継続的に行われる事業をいいます。

●有期事業
建設工事など、事業の期間があらかじめ限られている事業をいいます。

対 象 労 働 者
当該事業に使用される全労働者でパート・アルバイト
等を含みます。

左に同じ。
ただし、パート・アルバイト等臨時雇を除外して加入
することができます。

被 保 険 者 労働者
※事業主は保険料負担者、加入手続者にすぎません。

事業主（企業）

加 入 方 法

事業を開始した日から10日以内に、事業主は、「保険
関係成立届」を所轄労働基準監督署に提出しなければ
なりません。
〈毎年の手続き〉継続事業
保険年度の初日（4月1日）から50日以内（5月20日
まで）に労働保険概算・増加概算・確定保険料申告書
により手続きを行わなければなりません。
〈毎回の手続き〉有期事業
保険関係成立の日から20日以内に「概算保険料申告書」
により手続きを行わなければなりません。

事業主が保険会社に申し込みます。継続事業は1年契
約、有期事業は1年契約の包括契約または工事毎の契
約。保険料は、保険期間開始前にお支払いいただく必
要があります。

●保険料の分割払い
保険料割増・割引後の暫定保険料が20万円以上であれ
ば、2～ 12回の分割制度を利用できます。

事業主、一人親方、
海外派遣者
事業主と一人親方も、
一定の条件を満たせば
加入（特別加入）する
ことができます。（　　　　）

特別加入の対象となる範囲
〈中小事業主〉
常時300人以下の労働者（金融業、保険業、不動産業
または小売業では50人以下、卸売業およびサービス業
では100人以下）を使用する事業主等。
労働保険事務組合を通じて加入します。
〈一人親方〉
自動車を使用する運輸業、土木建設事業、林業などに
従事する一人親方に限られます。
団体を通じて加入します。
〈海外派遣者〉
開発途上国に対する技術協力実施団体から海外に派遣
される者、海外の事業に従事するために派遣される
者、海外の中小事業の代表者等として派遣される者。

政府労災保険の加入が前提です。
〈中小事業主〉
当該事業の労働者とあわせて契約します。
〈一人親方〉
一人親方の所属する団体単位に契約します。
※特別加入者担保特約をセットする必要があります。
〈海外派遣者〉
海外危険担保特約をセットする必要があります。



 
 

 
 
 
 
 
 
 

労災保険の長所 労災保険のポイント 



 任意労災プランの使い方 



 
 
 
 



 



 
 



 
 
 



 
 
 
 




